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令和元年度介護職員等特定処遇改善加算の実績報告の提出について（通知）

このことについて、介護職員等特定処遇改善加算（以下「特定加算」という。）を算定した介護サービス事業所等は、各事業年度における最終の特定加算の支払いがあった月の翌々月の末日までに、介護職員等特定処遇改善実績報告書を都道府県等に提出することとされています。
つきましては、令和元年度の最終の特定加算の支払月が本年５月となるため、７月末が実績報告書の提出期限となりますので、下記のとおり実績報告書を提出されますようお願いいたします。
なお、介護職員処遇改善加算（以下「現行加算」という。）の実績報告の提出と重複する内容については記載を省略しておりますので、別途通知「令和元年度介護職員処遇改善加算の実績報告の提出について」を必ずご確認ください。
記
１　提出期限

現行加算の実績報告書提出期限に同じ
２　実績報告に必要な書類
※ア～ケは現行加算の実績に必要な書類ですので、特定加算については「コ」から使用します。

コ　令和元年度介護職員等特定処遇改善加算の実績報告に係る添付書類等について

サ　別紙様式３「介護職員等特定処遇改善実績報告書（令和元年度）」
シ　令和元年度介護職員等特定処遇改善加算総額一覧表　≪市が送ったものを返送≫
ス　介護職員等特定処遇改善加算集計表（参考様式１）
セ　加算対象職員一覧表（参考様式２）及び一覧表に記載した職員の賃金台帳又は給与明細等の写し（賃金改善が確認できる資料）

※加算対象職員のうち、現行加算の対象になっている介護職員分の賃金台帳等について、重複して提出する必要はありません。
　　ソ　事業主負担分の法定福利費（社会保険や労働保険等）を計上している場合は積算資料
　　　※現行加算の実績報告で作成する積算資料とまとめて作成することもできますが、現行加算に相当する額と特定加算に相当する額がわかるようにしてください。
タ　別紙様式３（添付書類１）「介護職員等特定処遇改善実績報告書（指定権者内事業所一覧表）」
チ　別紙様式３（添付書類２）「介護職員等特定処遇改善実績報告書（報告対象都道府県内一覧表）」
ツ　別紙様式３（添付書類３）「介護職員等特定処遇改善実績報告書（都道府県状況一覧表）」
３　提出先・問い合わせ先
〒８１８－８６８６　筑紫野市石崎１－１－１　
筑紫野市 健康福祉部 高齢者支援課 指定指導担当
電話番号：０９２－９２３－１１１１（内線４５３）

※封筒の表に朱書きで「令和元年度介護職員等特定処遇改善実績報告書在中」と記入、又は上記２のコの下部を切り取って貼付してください。
※郵送の場合は簡易書留でお願いします。
４　留意事項
　　・上記２のサの介護職員等特定処遇改善加算総額については、令和元年１０月から令和２年３月サービス分（令和元年１２月から令和２年５月支払分）の保険請求分に係る加算額（利用者負担分を含む）と区分支給限度基準額を超えたサービスに係る加算額を合算した額の総額の記載をお願いします。
　　・特定加算の対象となった職員の氏名を「加算対象職員一覧表」に記載の上、その対象職員の賃金台帳等について、経験・技能のある介護職員、他の介護職員、その他の職員のグループごとにクリップ等で留めて添付してください。

　　・「介護職員等特定処遇改善加算集計表」については、特定処遇改善加算による賃金改善が、賃金台帳のどの金額に当たるかが分かるようにマーカーで塗る等のご配慮をいただきますようお願いします。
　　・現行加算の実績報告書の添付資料「エ　介護職員処遇改善加算集計表（参考様式１）」には介護職員等特定処遇改善加算の加算額を除いた金額を記入するようご留意ください。
